
 

 

Ｓ終了－１ 

平成１８年度科学研究費補助金（基盤研究（Ｓ））研究終了報告書 
 
◆記入に当たっては、「平成１８年度科学研究費補助金（基盤研究（Ｓ））研究終了報告書記入要領」を参照してください。 

 

ローマ字 FUJITA MASAHISA 

①研 究代表者 
 氏    名 藤田 昌久 

②所属研究機関・ 
 部局・職 

 
京都大学・経済研究所・教授 
 

和文 複雑系空間経済学の構築と発展 
③研 
 究 
 課 
 題 
 名 英文  Development of the Economics of Complex Spatial Systems 

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  総  合  計  
④研究経費  
金額単位：千円   18,000   19,000   19,000   19,000   19,000     94,000 

⑤研究組織（研究代表者及び研究分担者） ＊平成１８年３月３１日現在 
氏    名  所属研究機関・部局・職  現在の専門  役割分担（研究実施計画に対する分担事項） 
藤田 昌久 
石川 義孝 
中川  大 
文  世一 
森  知也 
黒田 達朗 
田渕 隆俊 
小長谷 一之 
曽  道智 
山本 和博 

京都大学・経済研究所・教授 
京都大学・大学院文学研究科・教授 
京都大学・大学院工学研究科・助教授 
京都大学・大学院経済学研究科・助教授 
京都大学・経済研究所・助教授 
名古屋大学・大学院環境学研究科・教授 
東京大学・大学院経済学研究科・教授 
大阪市立大学・大学院創造都市研究科・助教授 
香川大学・大学院地域マネジメント研究科・助教授 
大阪大学・大学院経済学研究科・講師 

都市・地域経済学 
経済地理学 
交通・国土計画 
都市・交通経済学 
都市・地域経済学 
都市経済学 
都市経済学 
経済地理学 
都市・地域経済学 
都市・地域経済学 

研究総轄・一般的基礎理論 
産業集積のミクロ分析 
経済立地と交通・通信システム分析 
経済立地と交通・通信システム分析 
一般的基礎理論・国際地域システム分析 
都市システム分析 
一般的基礎理論・都市システム分析 
産業集積のミクロ分析 
都市システム分析 
国際地域システム分析 

⑥当初の研究目的（交付申請書に記載した研究目的を簡潔に記入してください。）  
 
「複雑系空間経済学」は都市や産業の集積形成の理論を中心として、都市、地域、国際貿易など異なった空間領域を対象

とした従来の各分野を特殊な場合として含む、空間経済学の一般理論の構築を目指すものである。本研究はこれまで我々

の研究グループに蓄積されてきた研究成果をもとに、複雑系モデル分析の統一的観点から「複雑系空間経済学」の格段の

深化と外延化を達成する事により、この分野において日本のリードをすることを目的とする。具体的には、以下五つの個

別研究課題を相補的に関連付けながら、理論と実証分析の両面から研究を進める。 
A. 一般的基礎理論：「複雑系空間経済学」の中心課題は、集積のメカニズム、及び、集積とイノベーションの相互連関の

解明である。従来の研究では、財やサービスの市場を通じての取引によって生まれる金銭的外部効果による集積メカ

ニズムの解明が主であった。今回の研究では、それに加えて、人間の多様性とコミュニケーションを通じて生まれる

集積力の形成と、イノベーションの「場」の形成についてのメカニズムを解明する。さらに、両者の相乗効果による

空間経済システムの自己組織化と構造変化の長期的プロセス、および空間集積と技術革新及び経済成長の相互連関に

ついての一般理論を、非線型動学と一般均衡理論を融合した複雑系モデルを中心として構築する。 
B. 産業集積のミクロ分析：上記Aの基礎理論と並行して、特定産業の特定地域（日本及び外国）における集積を幾つか取

り上げて、集積のメカニズム及びイノベーションの「場」の形成のメカニズムについてミクロな実証分析を行う。 
C. 都市システム：上記AとBと連関させて、大都市内部の空間構造の自己組織化と長期的な変容、及び、一国内における

階層的な都市・地域システムの自己組織化と長期的な変容について、それぞれ理論構築と実証研究を行う。同時に、

それぞれの空間レベルにおける公共財の供給と地域政策の役割についても分析する。 
D. 国際地域経済システム：集積の理論を中心とする「新しい空間経済学」と、比較優位の理論を中心とする従来の国際

経済学を融合する事により、複数国を含む国際地域経済システムの自己組織化と長期的な変容について、上記A～Cと

関連させながら、理論と実証の両面より研究し、政策の立案にも寄与する。 
E. 経済立地と交通・通信システム：「新しい空間経済学」の今までの研究では、その中心的要素の一つである交通・通信

システムの技術とその為のインフラストラクチャーの変化は、全く外生的に取り扱われてきた。ここではそれらを内

生化することにより、運輸・通信のネットワークシステムと経済立地・空間構造の共進的な発展のプロセスを解明す

る。 



 

 

Ｓ終了－２ 

⑦研究成果の概要（研究目的に対する研究成果を必要に応じて図表等を用いながら、簡潔に記入してください。）  

 
Ａ.一般的基礎理論 
藤田・田渕・森を中心に、空間経済システムの複雑系としての視点から、「複雑系空間経済学」の基礎理
論の再構築、および、実証分析手法の開発を進めた。特に、(i)不完全競争と収穫逓増を内包する複雑系で
あるがゆえに、一般的な関数形のままでは興味深い結論が得られなかったが、関数形を特定化することに
より解析的に解ける一般均衡モデルを開発し、ロックイン効果、自国市場効果、集積の経済性等「新しい
空間経済学」において中心的概念に対して意義深い含意や解釈を導き出すことができた。(ii)集積理論を
中心とする新しい空間経済学と Grossman-Helpman-Romer タイプの内生的成長理論を融合・発展させ
ることにより、局所的な知識外部性の影響の下で、生産活動と R&D 活動の集積、イノベーションのスピ
ード、および経済成長の三者の相互連関を明らかにするとともに、集積と経済成長が地域間に及ぼす厚生
経済学的含意を明らかにした。(iii)経営戦略的観点から産業集積とイノベーションのダイナミックな相互
連関に注目する Porter の「産業クラスター理論」を、一般均衡動学理論に立脚する空間経済学の視点か
ら再検討するとともに、補強・発展させた。(iv)企業組織論と空間経済学を融合することにより、交通・
情報技術の発展が、個々の企業のグローバルな組織展開と世界経済全体の空間構造の変化の間のダイナミ
ックな相互連関について基礎理論を発展させた。(v)人間の多様性とコミュニケーションの「場」の形成
メカニズムについての数理モデルを具体的に開発し、知識の創造と伝播についての動学的メカニズムにつ
いて基礎理論を発展させた。また、当初の目標に含まれていなかった成果として、「新しい空間経済学」
に関する新たな実証分析手法の開発を進めることができた。まず、(vi)従来の経済集積に関する実証分析
で用いられてきた集積度指標に基づく経済集積の定義が、集積の経済学における理論上のそれと大きな乖
離していることを指摘し、新たに理論と整合的かつ統計的に比較可能な指標の構築に成功した。さらに、
(vii)個々の経済集積の空間範囲・数・位置など、集積の空間パターンを検出するための情報量基準に基づ
く方法の開発を進めた。集積の空間パターンを統計的に特定する体系的手法は今のところ存在しておらず、
本手法の完成は、「新しい空間経済学」を始めとする、産業集積や都市の規模・位置、都市・地域の産業
構造など、経済集積の空間パターンを主要な研究対象とする、集積の経済学の理論での研究フロンティア
に対して直接的な実証分析を可能とする初めての試みである。 

 
Ｂ．産業集積のミクロ分析 
藤田・小長谷・森を中心に、上記Ａと関連させながら、産業集積のミクロ分析について以下の実証分析を
行った。(i)北海道のＩＴ産業、東京都市圏西部における機械・電子産業、および近畿のバイオ関連産業の
クラスターを対象に、経済産業省の支援の下に行われたアンケート調査結果を用いて、集積と産官学コミ
ュニケーションの実際と研究開発活動の相互連関について実証分析を行った。(ii)ソフト系ＩＴ産業と地
域活性化との関連について、ニューヨーク・ロサンゼルス・サンフランシスコ、および、東京・大阪につ
いて実証分析を行った。(iii)東京大都市圏における分散型オフィス立地の特色を明らかにした。(iv)上記Ａ
(v)の集積度指標を日本の製造業小分類(1981・2001 年データ)に適用し、各産業の集積度、および、その
空間範囲について比較するとともに、産業の空間集積度の 46％が都市圏間での立地パターンにより説明
できることなどを示した。(v)一方、上記Ａ(vi)で開発した手法を用いて、都市圏における産業立地に注目
することで、集積の空間パターンに関しても一定の成果を得た。特に、日本のデータを用いて、都市の人
口規模と産業構造の対応関係に関する新たな法則性を発見し、それが、都市規模分布に関するランク・サ
イズ・ルールや都市の産業構造に関する階層原理など既知の経済立地パターンに関する法則性と強く関連
することを示した。また、いわゆるクリスターラーの階層原理の検定について、より体系的な方法を提案
し、日本の事業所統計データを用いて小分類産業の立地に関して非常に強い階層原理を検出した。 
 
Ｃ．都市システム 
黒田・田渕・曽・山本を中心に、多数地域・多数産業を含む解析的に分析可能な都市・地域システムモ
デルの構築、均衡の安定性に関する分析を中心に研究を進めた。特に、(i)パラメタ値の変化に伴う多地
域システムの発展過程（生産技術の発展に伴う都市形成、その後の都市の数・規模・産業構造の変化な
ど) について詳細な分析を行った。(ii)輸送における規模の経済にミクロ的基礎を与え、人口・産業の空
間分布と輸送技術の相互依存関係を明らかにした。これを応用し、空港・鉄道など交通網特有の準公共
財について、それらの財源調達や供給の方法について経済主体が戦略的に意思決定を行う場合にその帰
結が都市構造や経済に及ぼす影響を考察した。(iii)経済発展の過程において観察される、都市化と出生率
の低下、GDP の成長、および逆 U 字型の所得分布の推移や所得格差の推移について、従来の「新しい空
間経済学」のモデルに発展途上経済特有の選好を導入することにより説明に成功した。 
 
 



 

 

 
Ｄ．国際地域システム 
藤田・石川・森・曽・山本を中心に、空間経済学と国際貿易・経済発展理論の融合を進展させた。理論
面では、(i)従来の空間経済モデルに複数の立地単位からなる多国籍企業を導入することにより、アジア
における自動車産業やＩＴ産業など、産業特性に応じた多国籍企業の立地行動と集積形成を説明した。
特に、輸送費・通信費の変化に伴う産業の空洞化メカニズムに関して、国間に著しい賃金格差が存在す
る下での通信費の低下が、本社の先進地域への集中、および、工場の後進地域への空洞化をもたらすこ
とを明らかにした。さらにこのとき、後進地域での構成を相対的に上昇させることも示した。(ii)国際貿
易における輸送密度の経済の影響について分析し、貿易パターンと国際輸送網の構造の相互依存関係を
初めて考察した。特に、規模の経済が輸送技術のみに存在する場合でも、国際ハブ形成に伴う比較優位
が生じ特化が起こることを明らかにした。(iii)先進・途上国間での知識・技術のスピルオーバーに基づ
く、国際地域システムにおける雁行形態的産業発展過程を「新しい空間経済学」の枠組の下で説明した。
実証面では、アジア太平洋国際地域間の人口移動の動向を調査し、国際地域空間経済の実証分析のため
の基礎事実を蓄積した。 
 
Ｅ．経済立地と交通・通信システム 
文・黒田・中川を中心に、交通網と立地の相互依存関係を空間経済学的に分析し、以下の成果を
得た。理論面では、(i)従来の殆どの空間経済学モデルにおいては、外生的に与えられた交通費の
水準が経済活動の地理的分布に及ぼす影響を分析してきた。この輸送費が経済活動の立地に影響
を及ぼす従来の枠組に加え、採用される輸送技術が(従って輸送費が)経済活動の空間分布に依存
して決まるメカニズムを明らかにした。(ii) 都市空間における次善の料金政策に関する研究とし
て、都市内の各地点から発生するトリップによる交通混雑の空間的分布を記述するモデルを構築
し、代替的な次善の料金政策、コードンプライシングと高速道路におけるゾーン料金制の効果を
分析した。特に、最も多く採用される方式であるコードンプライシング政策の効果は、都市に空
間構造が単一中心型である場合、ほぼ最善解と等しくなるほど大きく、単一中心性が弱くなるほ
ど、その効果が減少することが判明した。(iii)空間経済におけるネットワーク整備の効果につい
て、ネットワークで結ばれた多数の地域から成る空間経済のモデルを開発し、ネットワーク内の
リンク整備に関する代替的政策の評価を行った。またリンクの整備順序が空間経済の構造に及ぼ
す影響を分析した。(iv)国際交通インフラストラクチャと国際援助の役割について、隣接した国
家間で交通インフラストラクチャを用いて貿易財が輸送される状況において、各国家の政府がイ
ンフラ投資に関する意思決定を行った結果として輸送費が内生的に決定されるモデルを構築した。
モデルを用いて、関係国家が分権的にインフラの水準を決定する場合の資源配分上の問題を考察
し、国際援助の効果を分析した。実証面では、(v)空間経済分析の基礎となる交通整備水準と地域
経済との関係について、データベースの構築・計量モデルの作成およびその応用分析を行なった。
交通整備水準を表すデータベースの構築のためには、航空・鉄道・道路によるネットワークデー
タの整備と、地域間の所要時間等を計算するプログラムの作成を行い、地域間の交通利便性の経
年的変化を算出できるシステムを構築した。また、鉄道や高速道路の整備水準の変遷を表すデー
タベースも構築した。(vi)また、それらのデータを活用した応用分析として、交通整備がもたら
している社会的便益の計測、交通施設整備財源の国際比較等を行うとともに、地域間の交通利便
性の変化と地域の人口・産業等の変遷との関係の経年比較等を実施した。その結果、交通整備水
準変化の地域間の差異が、地域間の人口・産業構造の変化と密接に関係していることなど、空間
構造の変化要因としての交通社会資本整備の機能を明らかにした。  



 

 

Ｓ終了－３ 

⑧特記事項（この研究において得られた独創性・新規性を格段に発展させる結果あるいは可能性、新たな知見、当該研究分野及び関連

研究分野への影響等、特記すべき事項があれば記入してください。） 
 
受賞 
当研究を通じての研究成果と関連して、以下の受賞があった。 
 
藤田昌久 
・ Fellow Award of the International Regional Science Association, the World Regional Science Council (2003). 
・ The First William Alonso Prize, for the most innovative research in the field of regional science, the World Regional 

Science Council (2002). （空間経済学の創始者の一人であるプリンストン大学ポール・クルーグマン教授と
の共同受賞） 

 
中川大 
・ 都市計画学会・計画設計賞(2005) 「わが国初の市民共同方式による醍醐コミュニティバスの実現」 
・ 地域学会著作賞（2004）「都市アメニティの経済学」 
・ 地域学会著作賞（2002）「Funding Transport Systems: A comparison among developed countries」 
 
森知也
・ 応用地域学会・第一回坂下賞（2004） 
 
小長谷一之 
・大阪大学全学共通教育賞（2005） 
・毎日出版文化賞（朝倉書店刊『形の科学事典』「農業の立地」「工業の立地」「商業の立地」「ＧＩＳ」に対し

て）（2005） 
 
曽道智 
・ 応用地域学会・第二回坂下賞（2005） 
・ The 9th Springer-Verlag Award for the Best Paper presented at the Western Regional Science Association 43rd Annual 

Meeting in Hawaii（2004） 
 
出版著書 
以下の著書は、学術的にも社会的にも、すでに大きなインパクトが認められた。（研究代表者・藤田の関連のみ
に限定して記す。） 
 
・Economic of Agglomeration: Cities, Industrial Location and Regional Growth の出版（藤田昌久と Jacques Thisse の

共著、Cambridge University Press, 2002） 
本書は、藤田と Thisse および当研究プロジェクトによる最新の研究成果に立脚して、新しい空間経済学と従
来の都市経済学を融合・発展させた、世界で初めてのこの分野の総合的な専門書であり、大学院レベルでの
教科書にもなりうる。本書の出版に際して、Paul Krugman（プリンストン大学教授）、Robert Lucas（シカゴ
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